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「戸建住宅用宅配ボックス」「集合住宅用宅配ボックス」 

優良住宅部品認定基準を改正しました 
 

2 0 1 8 年 5 月 3 1 日 

一般財団法人ベターリビング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 付加認定基準の追加【2018 年 5 月 31 日付公表・施行】 

宅配ボックスは、その製品が普及することにより宅配便の再配達を抑制し、宅配業者

や従業員にとっての再配達手間の低減、運送に係る CO2排出量の削減や使用者の利便性

の向上等への寄与といった社会的要請に応えるものです。 

そこで、「戸建住宅用宅配ボックス」及び「集合住宅用宅配ボックス」の優良住宅部

品認定基準（以下「BL認定基準」という。）に付加認定基準を追加し、BL-bs 部品※とし

て普及拡大することが、より良い社会の実現に資するものであると考えられます。 

 

一般財団法人ベターリビングは、「戸建住宅用宅配ボックス」及び「集合住宅用宅配ボ

ックス」の優良住宅部品認定基準に付加認定基準を追加し、2018 年 5 月 31 日付で公表・

施行しました。 

BL 認定された宅配ボックスの普及が、宅配便の再配達を抑制し、宅配業者や従業員に

とっての再配達手間の低減、運送に係る CO2排出量の削減や使用者の利便性の向上等への

寄与といった社会的要請に応えるものであることから、付加認定基準として、「供給体制

として、認定品を普及拡大する仕組みが確保されていること。」を求め、これを満たす製

品には、BL-bs（Better Living for better society）部品として認定します。 

 

【BL-bs マーク証紙のイメージ】 

 

 

その他、2018 年 3 月 30 日付の公表・施行では、「集合住宅用宅配ボックス」の優良住

宅部品認定基準について、複数の宅配ボックスを複数世帯で利用して受け渡し可能な製

品を対象としておりましたが、アパート等の低層集合住宅において、独立した宅配ボッ

クスを複数世帯が共同で利用できるタイプをバリエーションとして追加しました。また、

2018 年 2 月 1 日付で制定した「戸建住宅用宅配ボックス」の優良住宅部品認定基準と異

なり、宅配ボックスの管理は居住者ではなく、管理会社や集合住宅のオーナー等第三者

が管理者となることを明確にしました。 
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つきましては、より良い社会の実現に資する特長を満たすため、上記の各 BL 認定基

準に「供給体制として、認定品を普及拡大する仕組みが確保されていること。」を求め

ます。 

※BL-bs 部品とは 

優良住宅部品（BL 部品）のうち、社会的要請への対応を先導するような特長を有する住宅部品を、

特に「BL-bs 部品」（BL-bs：Better Living for better society）として認定しています。 

 

２ 「集合住宅用宅配ボックス」の BL 認定基準の改正【2018 年 3 月 30 日付公表・施行】 

１）独立した宅配ボックスの複数世帯によるシェアへの対応 

独立した宅配ボックスをアパート等低層集合住宅の複数世帯がシェアをする需要が

見込まれることから、バリエーションを追加しました。 

具体には、用語の定義において「単独型」と「共用型」に分類しました。 

・単独型：独立した宅配ボックスで、単数世帯又は複数世帯による受け渡しが可能な

集合住宅用宅配ボックスをいう。 

・共用型：複数の宅配ボックスで、複数世帯による受け渡しが可能な集合住宅用宅配

ボックスをいう。 

 

 

 

 

 

図-1 単独型   図-2 共用型 

 

２）「戸建住宅用宅配ボックス」の BL 認定基準との区別化 

2018 年 2 月 1 日付制定しました「戸建住宅用宅配ボックス」の BL 認定基準と区別す

るため、「宅配ボックス」の品目名を「集合住宅用宅配ボックス」に変更しました。本

BL 認定基準は、管理会社やオーナー等第三者の管理者により管理される宅配ボックス

であることを明確にします。 

具体には、適用範囲の表現見直しや宅配業者が緊急時等に管理会社の連絡先を知り得

るよう、製品本体の外部に緊急連絡先を表示する旨、取扱説明書等で情報提供すること

を義務付けます。 

 

以 上  

 

 

 


